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広島県を例として考察する大きな理由は、1999 年２月 28 日に広島県世羅高
校の石川敏浩校長自殺事件が発生した後で「国旗及び国歌に関する法律」が












































（４）　第 142 回国会　予算委員会　第 14 号　平成 10 年４月１日









































対象者 年齢 職歴 政党








































































































































































































































































法論をめぐって－」　KEIO-GSEC CRONOS Working Papers 03-004 2003 年
87 － 戦後教育政策における対立と政治（劉）
− 176 −












［18］日本教職員組合（編）　『日教組 20 年史』　労働旬報社　1967 年












































本教育新聞』第 3815 号　昭和 46 年７月 10 日
［７］「中心は六月の半日スト　内には政党問題　日教組三月に臨時大会開く」
　『日本教育新聞』第 3892 号　昭和 47 年１月１日
［８］「反主流派が主導権　都教組役員選挙で逆転」　『日本教育新聞』第 3921
号　昭和 47 年３月 14 日
［９］「槇枝体制の新布石と路線 “自己批判” の前進　再検討迫る多くの課題」
　『日本教育新聞』第 3964 号　昭和 47 年６月 30 日
［10］「日教組　総選挙態勢を急ぐ」　『日本教育新聞』第 4016 号　昭和 47 年
11 月１日
［11］「執行部と代議員の意見 “乱気流”」　『日本教育新聞』第 4066 号　昭和
48 年３月７日
［12］「日教組　スト承認投票に入る」　『日本教育新聞』第 4139 号　昭和 50
年５月１日
［13］「日教組教研全国集会から　主流　受け“ザラ”なくせ　反主流 “リーダー”
必要」　『日本教育新聞』第 4225 号　昭和 52 年２月 10 日
［14］「ヤマ越した主任制度化　学校現場に戦線移動」　『日本教育新聞』第
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日新聞』　朝刊　1986 年８月 30
［21］「日教組内紛、左派が会談打ち切り通告」　『朝日新聞』　1986 年 11 月７
［22］「日教組の委員長人事調整へ」　『朝日新聞』　朝刊　1986 年 10 月 18 日














第 4853 号　『日本教育新聞』　平成元年 12 月 23 日
［31］「東京でも組織分裂　各地に広がる組織抗争　新たに「東京教組」を結成」
第 4851 号　『日本教育新聞』　平成元年 12 月９日
［32］「「君が代」巡り対立　文部省が是正指導、揺れる広島県教育界」　『朝日









2019 年５月 25 日
［３］「主任制の創設」
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1318372.htm　閲覧日：
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同意書
本研究に関する項目について、調査実施者より説明を受けました。以上の内
容に関して承知した上で、この研究に参加することに同意します。
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